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１人別枠方式の廃止を含む制度の是正のために
は，区画審の審議を挟んで区割基準に係る区画審
設置法の改正と選挙区割りに係る公職選挙法の改
正という二段階の法改正を要することから，平成
24年改正法は，附則において，旧区画審設置法３
条２項を削除する改正規定は公布日から施行する
ものとする一方で，各都道府県の選挙区数の０増
５減を内容とする改正後の公職選挙法の規定は次
回の総選挙から適用する（公職選挙法の改正規定
は別に法律で定める日から施行する）ものとし，
上記０増５減を前提に，区画審が選挙区間の人口
較差が２倍未満となるように選挙区割りを改める
改定案の勧告を公布日から６月以内に行い，政府
がその勧告に基づいて速やかに法制上の措置を講
ずべき旨を定めた。上記の改正により，旧区画審
設置法３条１項が同改正後の区画審設置法３条
（以下「新区画審設置法３条」という。）となり，
同条においては前記]{の基準のみが区割基準と
して定められている（以下，この区割基準を「本
件新区割基準」という。）。
平成24年改正法の成立と同日に衆議院が解散さ
れ，その１か月後の平成24年12月16日に本件選挙
が施行されたが，上記のとおり，平成24年改正法
の改正内容に沿った選挙区割りの改定には新たな
区画審の勧告及びこれに基づく別途の法律の制定
を要し，本件選挙までに新たな選挙区割りを定め
ることは時間的に不可能であったため，本件選挙
は前回の平成21年選挙と同様に本件区割規定及び
これに基づく本件選挙区割りの下で施行されるこ
ととなった。
a 本件選挙当日における選挙区間の選挙人数
の較差を見ると，選挙人数が最も少ない高知県第
３区と選挙人数が最も多い千葉県第４区との間で
１対2•425であり，高知県第３区と比べて較差が
２倍以上となっている選挙区は72選挙区であっ
た。
このような状況において本件選挙区割りの下で
施行された本件選挙について，本件区割規定が憲
法に違反するとして各選挙区における選挙を無効
とすることを求める選挙無効訴訟が８高等裁判所
及び６高等裁判所支部に提起され，平成25年３月
６日から同年４月11日までの間に，本件の原判決
を含む17件の判決が言い渡された。そのうち，２
件の判決においては，平成23年大法廷判決におい

て憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に
至っているとされた本件選挙区割りにつき，憲法
上要求される合理的期間内における是正がされな
かったとはいえず，本件区割規定は憲法の規定に
違反するに至っているとはいえないとされ，その
余の判決においては，憲法上要求される合理的期
間内における是正がされなかったとして，本件区
割規定は憲法の規定に違反するに至っているなど
とされた。
b 本件選挙後の事情についてみると，平成24

年改正法の成立後，同改正法の附則の規定に従っ
て区画審による審議が行われ，平成25年３月28日，
区画審は，内閣総理大臣に対し，選挙区割りの改
定案の勧告を行った。この改定案は，平成24年改
正法の附則の規定に基づき，各都道府県の選挙区
数の０増５減を前提に，選挙区間の人口較差が２
倍未満となるように17都県の42選挙区において区
割りを改めることを内容とするものであった。
上記勧告を受けて，同年４月12日，内閣は，平
成24年改正法に基づき，同改正法のうち上記０増
５減を内容とする公職選挙法の改正規定の施行期
日を定めるとともに，上記改定案に基づく選挙区
割りの改定を内容とする公職選挙法の改正事項
（本件区割規定の改正規定及びその施行期日）を
定める法制上の措置として，平成24年改正法の一
部を改正する法律案を第183回国会に提出した。
この改正法案は，同月23日に衆議院で可決された
が，参議院では同日の送付から60日の経過後も議
決に至らなかったため，同年６月24日，衆議院に
おいて，参議院で否決されたものとみなした上で
出席議員の３分の２以上の多数により再可決され
（憲法59条２項，４項），平成25年法律第68号（以
下「平成25年改正法」という。）として成立した。
平成25年改正法は同月28日に公布されて施行さ
れ，同改正法による改正後の平成24年改正法中の
上記０増５減及びこれを踏まえた区画審の上記改
定案に基づく選挙区割りの改定を内容とする公職
選挙法の改正規定はその１か月後の同年７月28日
から施行されており，これにより，各都道府県の
選挙区数の０増５減とともに上記改定案のとおり
の選挙区割りの改定が行われ，平成22年国勢調査
の結果による選挙区間の人口の最大較差は1•998

倍に縮小されている。

なお，平成25年改正法の成立の前後を通じて，
国会においては，今後の人口異動によっても憲法
の投票価値の平等の要求に反する状態とならない
ようにするための制度の見直しについて，総定数
の削減の要否等を含め，引き続き検討が続けられ
ている。
３\ 憲法は，選挙権の内容の平等，換言すれ
ば投票価値の平等を要求しているものと解され
る。他方，投票価値の平等は，選挙制度の仕組み
を決定する絶対の基準ではなく，国会が正当に考
慮することのできる他の政策的目的ないし理由と
の関連において調和的に実現されるべきものであ
るところ，国会の両議院の議員の選挙については，
憲法上，議員の定数，選挙区，投票の方法その他
選挙に関する事項は法律で定めるべきものとされ
（43条２項，47条），選挙制度の仕組みの決定に
ついて国会に広範な裁量が認められている。
衆議院議員の選挙につき全国を多数の選挙区に
分けて実施する制度が採用される場合には，選挙
制度の仕組みのうち定数配分及び選挙区割りを決
定するに際して，憲法上，議員１人当たりの選挙
人数ないし人口ができる限り平等に保たれること
を最も重要かつ基本的な基準とすることが求めら
れているというべきであるが，それ以外の要素も
合理性を有する限り国会において考慮することが
許容されているものと解されるのであって，具体
的な選挙区を定めるに当たっては，都道府県を細
分化した市町村その他の行政区画などを基本的な
単位として，地域の面積，人口密度，住民構成，
交通事情，地理的状況などの諸要素を考慮しつつ，
国政遂行のための民意の的確な反映を実現すると
ともに，投票価値の平等を確保するという要請と
の調和を図ることが求められているところであ
る。したがって，このような選挙制度の合憲性は，
これらの諸事情を総合的に考慮した上でなお，国
会に与えられた裁量権の行使として合理性を有す
るといえるか否かによって判断されることにな
り，国会がかかる選挙制度の仕組みについて具体
的に定めたところが，上記のような憲法上の要請
に反するため，上記の裁量権を考慮してもなおそ
の限界を超えており，これを是認することができ
ない場合に，初めてこれが憲法に違反することに
なるものと解すべきである。

以上は，衆議院議員の選挙に関する最高裁昭和
49年（行ツ）第75号同51年４月14日大法廷判決・
民集30巻３号223頁以降の累次の大法廷判決の趣
旨とするところであって（上掲最高裁昭和51年４
月14日大法廷判決，最高裁昭和56年（行ツ）第57

号同58年11月７日大法廷判決・民集37巻９号1243

頁，最高裁昭和59年（行ツ）第339号同60年７月
17日大法廷判決・民集39巻５号1100頁，最高裁平
成３年（行ツ）第111号同５年１月20日大法廷判
決・民集47巻１号67頁，最高裁平成11年（行ツ）
第７号同年11月10日大法廷判決・民集53巻８号
1441頁，最高裁平成11年（行ツ）第35号同年11月
10日大法廷判決・民集53巻８号1704頁，最高裁平
成18年（行ツ）第176号同19年６月13日大法廷判
決・民集61巻４号1617頁及び平成23年大法廷判決
参照），これを変更する必要は認められない。
] 平成23年大法廷判決は，上記の基本的な判
断枠組みに立った上で，本件旧区割基準のうち１
人別枠方式に係る部分は，前記のとおり平成６年
の選挙制度改革の実現のための人口比例の配分に
より定数の急激かつ大幅な減少を受ける人口の少
ない県への配慮という経緯に由来するもので，そ
の合理性には時間的な限界があったところ，本件
選挙制度がその導入から10年以上を経過して定着
し安定した運用がされていた平成21年選挙時に
は，その不合理性が投票価値の較差としても現れ，
その立法時の合理性が失われていたにもかかわら
ず，投票価値の平等と相容れない作用を及ぼすも
のとして，憲法の投票価値の平等の要求に反する
状態に至っており，上記の状態にあった同方式を
含む本件旧区割基準に基づいて定められた本件選
挙区割りも，前記２_のような平成21年選挙時に
おける選挙区間の較差の状況の下において，憲法
の投票価値の平等の要求に反する状態に至ってい
た旨判示したものである。
本件選挙は，このように平成21年選挙時に既に
憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っ
ていた本件選挙区割りの下で再び施行されたもの
であること，前記２aのとおり選挙区間の較差は
平成21年選挙時よりも更に拡大して最大較差が
2•425倍に達していたこと等に照らせば，本件選
挙時において，前回の平成21年選挙時と同様に，
本件選挙区割りは憲法の投票価値の平等の要求に
反する状態にあったものといわざるを得ない。š
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